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研究成果の概要（和文）：　本研究では、精神の障害が責任能力に著しい影響は及ぼさない事案を念頭に置い
て、そうした障害が量刑判断にどのような影響を及ぼすかについての、理論的分析を行った。そこでは、裁判例
の分析や、主にドイツ法圏の国々との比較法的検討から、責任能力が著しく減少していなくても、その減少に比
例して責任非難の減弱が認められうることが明らかにされるとともに、他方で、それを相殺する諸事情がある場
合にどのような判断をすべきかについても、進んだ理論的分析が行われた。また、そうした障害が責任能力の減
少とは別の仕方で責任非難の減少に影響しうるのではないかという点についても、検討が深められた。

研究成果の概要（英文）：　This project adopted intersisciplinary approach of criminal law and 
psychiatry and comparative jurisprudence approach, analyzed theinfluence of the mental disorder to 
sentencing-decision. 

研究分野：刑法
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１．研究開始当初の背景 
 研究代表者は、従来、責任能力の研究

に取り組み、すでに2006 年に研究書（『刑

事責任能力の本質とその判断』（弘文堂））

として公刊した基礎理論的研究の成果を

踏まえ、2012 年から3 年間、科学研究費

補助金基盤研究（Ｂ）の助成を受けて、

「刑事責任能力の具体的判断枠組みと精

神鑑定のあり方に関する学際的研究」を

行い、これについては当初の目標を達成

することができた。 

その研究の過程で浮上してきた問題は、

責任能力には影響しない（刑法39 条の適

用にまでは至らない）ものの犯行に一定

の影響を及ぼしたとみられる精神の障害

を、量刑を含む広い意味での処遇の決定

においてどのように考慮するべきか、と

いうものであった。精神の障害が責任能

力に及ぼす影響をどのように判断すべき

かについては、研究代表者の研究等も寄

与して、理論的には相当程度解明がなさ

れ、実務においても比較的安定的な判断

がなされるようになっていると言ってよ

いのに対し、責任能力に影響しない精神

の障害の法的扱いについては、従来のわ

が国では理論的分析が殆どなされていな

いに等しく、そのためもあって実務上も

判断にばらつきがみられるのが実情であ

った。 

一定の犯行が精神の障害に基づいてな

される場合、その障害が犯行の制御を困

難ならしめる限りでは、そのことは責任

非難を減少させることとなるが、他方で、

その犯行が習癖として人格に根ざしたも

のとして表動しているのであれば、再犯

の危険性の表れとして特別予防上の対応

が必要になるであろう。この問題は、理

論的には、責任と予防のアンチノミーと

いう、古典的なテーマに関わるものであ

り、問題の所在そのものは古くから知ら

れているが、従来の学説は、責任と予防

に関する自らの前提的理解から一刀両断

的に結論を導くものが多く、その前提を

共有しない者にとっての説得性に欠ける

ところがあったように思われ、問題とな

る事例群を丁寧に把握し、他方で、同じ

く量刑への影響であっても、刑量に影響

する場合、執行猶予の選択に影響する場

合など、個々の制裁・処遇の性質ごとに

考慮すべき事情が異なりうることを十分

に意識した形での検討を行う必要性は非

常に高いものと思われた。 

実務家と研究者の共同研究においても、

責任能力の判断については司法研究『難

解な法律概念と裁判員裁判』において、

また、量刑の判断については司法研究『裁

判員裁判における量刑評議の在り方につ

いて』において、それぞれ骨格が示され、

裁判例における判断の蓄積によりその具 

体化が図られていると言ってよいが、本

研究が目的とする、「責任能力に影響し

ない精神の障害」については、これらの

研究の対象からは外されており、実務家

の側からも、問題解明の喫緊の必要性が

指摘されているところであった。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、刑事法学者と精神医

学者との緊密な連携を図りながら、精神

の障害が責任能力には影響しないものの

一定の影響を及ぼした場合に、これが量

刑等の法的判断においてどのように考慮

されるべきかを解明しようとするもので

あり、刑事法学の側からの量刑の基礎理

論（執行猶予等の様々な制裁等の性質論

を含む）に関する分析と、精神医学の側

からの、各精神障害の特徴および治療・

社会復帰のために何がなされるべきかに

関する知見を総合することにより、実務

上大きな関心を集めながらこれまで理論

的分析の進んでいなかった精神障害犯罪



者の量刑・処遇の判断を、刑事法学・精

神医学的に確かな基盤に基づき、しかも

追試可能なものとするための理論的視座

を獲得し、さらには具体的な判断枠組み

ないし判断基準を提言することにある。 
  
３．研究の方法 
 研究の方法は、文献研究により問題意

識の深化、海外調査による比較法的研究、

研究会での意見交換による問題意識の共

有と深化というプロセスを繰り返すこと

により、研究目的を達成する計画とした。 

文献調査は、①海外調査を視野に入れ

た、解決されるべき課題・調査すべき事

項のリスト化のためのものと、②海外の

立法・判例・学説に関する文献的検討が

中心とした。 

海外調査は、精神の障害が一定の影響

を及ぼしている場合に関する量刑等の判

断に詳しい研究者・実務家との意見交換、

わが国で入手困難な資料の収集が主な目

的として予定した。 

研究会は、3～4 か月に1 回のペースで

開催し、海外調査の事前準備、海外調査

の結果の分析、わが国の裁判例を主な素

材としてわが国の問題状況の分析を行う

こととした。 
 
４．研究成果 
 平成27年度の成果としては、ドイツ法

との比較法的検討を踏まえ、（１）ヘル

ンレ教授が関連問題につき示唆するよう

に、完全責任能力者である以上、本課題

が問題とするような一定の影響は考慮し

ないとする余地はないのか、（２）精神

の障害が影響を及ぼすべき「責任」とは、

他行為可能性に基づく非難可能性しか意

味しないのか、（３）精神の障害が一定

の影響を及ぼした場合でも、他の事情に

より完全な処罰を行うことはありえない

のか、につき検討が進んだ。 

 平成28年度においては、オーストリア

刑法のもとでのそれを検討した。そこで

は限定責任能力の規定をもたない同国刑

法のもとでも、刑法34条に列挙される事

由の中で、精神障害の影響が責任減少方

向で考慮されていることが確認され、他

方で、様々な刑事政策的考慮から、刑罰

加重方向で考慮されるべき事情が列挙さ

れており、それにまつわる同国の理論状

況も含めた分析を行うことにより、これ

らのわが国の議論への参照可能性も含め

て、詳細な検討が行われた。 

 また、研究協力者の裁判官から裁判例

の提供を受けて、本研究課題に関わる量

刑因子につき、具体的な検討を行ったほ

か、究極的に解明されるべきである、何

が正常で何が異常と捉えられるのかにつ

いても、精神医学的な見方と刑事法的な

見方の異同があるため、それぞれの分野

からの基調報告的な問題提起を受けて、

意見交換を活発に行った。 

 平成29年度においては、本研究の最終

年度にあたるため、具体的な成果の取り

まとめを意識した研究を遂行した。その

過程では、4回にわたり、研究会方式によ

る共同研究を遂行し、それぞれの成果に

関する充実した意見交換を行った。 

 精神医学の側からは、岡田教授の精神

鑑定に関する「8ステップ」論が、量刑論

にも応用可能なものとして発展的な内容

に練り上げられ、複数の論文において成

果として公表されるに至った。これによ

り、精神鑑定で報告すべき内容は、法律

家が責任能力として何を捉えているかに

より決まるのであり、何より解決される

べきことは、法律家が責任能力の具体的

内容を詰めて考えることだということが

明らかとなった。責任能力については、

今なお、精神科医の判断に委ねられると

の理解も根強い中、この主張のインパク



トは大きく、本共同研究によりもたらさ

れた大きな成果の１つと言ってよい。 

 続いて、本年度は、本研究にとっては

幸いなことに、完全責任能力を認めなが

らも、精神の障害が量刑に及ぼす影響に

ついて判示する重要な下級審裁判例が少

なからず登場したため、これの分析を大

きな軸として、研究を推進することがで

きた。 

 研究代表者においても、これらの成果

を論文等にまとめるべく努力し、このう

ち、研究会で２度にわたり議論を行った

大阪高裁平成29年3月9日判決につい 

ては、法学教室誌上に判例評釈を掲載す

ることができた。また、比較法的検討を

も踏まえた本共同研究の成果の一端を、

法学論叢誌上に公表することができたの 

も大きな成果である。 

 こうした本共同研究の成果は、研究協

力者の小池信太郎教授・樋口亮介教授に

もご参加頂いた、法律時報90巻1号の特集

「『責任』の意義の多角的検討」にも結

実しているほか、本共同研究の成果を踏

まえて、日本刑法学会第96回大会の第1

分科会・共同研究「精神の障害と責任能

力・量刑の判断」において研究報告が行

われることになっている。 
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